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 第５節 民族主義的政策と国際支援 
 
 中長期的経済再建策にとって外部要因の影響は無視できない。経済危機そのものがバン
コクでの金融崩壊が伝染したと理解されるが、それは、グローバル化した金融取引の荒波
が押し寄せた結果でもある。Ｇ７、ＷＴＯ、ＡＰＥＣ等での国際金融取引規制の論議は、
経済再建に取り組むインドネシアにとっては他人事ではない。しかし再建のために必要な
ことは外部の影響に対して十分耐えられる経済のファンダメンタルズを築くことである。 
 ファンダメンタルズの強化はマクロ経済成長、国際収支の安定、財政の均衡を図るだけ
ではなく、実物経済の競争力を常に向上させるための構造改革が不可欠である。ポール・
クルーグマン教授が東アジア経済全体について述べたように、スハルト時代のインドネシ
アの高度成長期の経済においては量的拡大が先行し、生産性の向上を伴う質的向上が小さ
かったことは否定できない。とくに1990年代においては、短期外国資本流入の急増に支え
られた、資本財及び原材料の輸入ポーションが大であるメガプロジェクトや、投機目的の
不動産部門投資が急拡大したが、これらが経済全体の生産性アップに寄与しなかったこと
は明白である。今後の経済開発戦略は、資本及び労働生産性の向上等を伴う効率的投資を
選択しなければならない。その一環として、中小企業の育成、サポーティング・インダス
トリーの振興、アグリビジネスの発展等が望まれている。 
 インドネシアは経済ファンダメンタルズの強化を一層の市場経済化と並行して行うこと
になる。しかし、新政権の特徴が政府介入型政策を志向する民族主義的傾向及びアジア重
視志向が強いために、市場経済化をゆがめる政策方針が出てくる可能性がある。1999年11
月中のＩＭＦとの協議にもとづき12月初旬にレター・オブ・インテント（趣意書）が提出
される予定であるが、それによって停止されていたＩＭＦの融資が再開されることになる。
しかし、その内容の実行可能性についてはかなりセンシティブに受け止めなければならな
い。石油製品や食糧価格に対する補助金支出や米輸入に対する高率関税賦課等の政治問題
に直結する問題などは、ＩＭＦとの摩擦の原因になろう。もしＩＭＦが強硬姿勢でワヒド
政府に臨めば、民族主義的政策指向が高まるおそれがある。また、閣内での不協和音が高
まれば、民族主義的路線の強化で方向を一本化せざるを得ないであろう。ワヒド政府が和
解のための大連合体制であり、必ずしも一枚岩ではないことを忘れてはならない。さらに、
インドネシアの経済政策関係者の大半が、ＩＭＦの姿勢に対する不満や批判を強めている
ことを、ここで指摘しておかなければならない。 
 インドネシアの再建にとってＩＭＦ、世銀、日本、米国などの組織するインドネシアに
対する援助国会議（ＣＧＩ）の役割は重要である。それはインドネシアの再建政策に対す
る支援のみならず資金援助の主体であるためだ。ＣＧＩの最大の目的はインドネシアが過
度の民族主義的政策に走らないようにアドバイスすることである。それは決して高圧的方
法で行うべきでなく、対話を通じたものでなければならない。その中で、最大の資金援助
国である日本に対するインドネシアの期待は高い。ワヒド大統領は日本がＩＭＦ一辺倒で、
対インドネシア援助をしないと確信しているかのようである。その期待には、ＩＭＦ路線
とは異なる日本のイニシアティブ発揮やＩＭＦや米国が容認しがたい「アジア通貨基金」
設立構想の復活などが含まれるであろうから、日本としては微妙な国際的交渉問題を背負
い込むであろう。11 月下旬にマニラで開催されたＡＳＥＡＮ首脳会議でも日本主導のアジ
アの金融安定化を図る「新宮沢プラン」の制度化を望む声があがっている。日本としても、
インドネシアに対する支援に関して、グローバルな発展の中で、独自の対応を模索してい
かなければならない。 
 インドネシアに対する日本の援助方針も具体的に変更する必要がある。金融・財政支援
では債務削減や返済繰り延べ要請をかたくなに拒否するのではなく、新方式の解決策を開
発しなければならない。日本は最大のインドネシア援助国であり、インドネシアは日本に
最大の債務返済義務を有していることを考えると、日本にはインドネシア救済の新方式を
考える義務がある。また、官民ともに今後の対イ協力にあっては、新規の負担を急増させ
てはならない。経済的効果の低いメガプロジェクトなどは避けるべきであろう。インドネ
シアの社会経済の強靭性を育む援助が求められている。この点についてはハードよりもソ
フト分野の援助重視として方向性は打ち出されている。また、スハルト時代のＫＫＮ拡大
と日本の協力とは決して無関係ではない。ＫＫＮを助長させない協力精神を培う必要があ
る。ワヒド大統領もそれを望んでいることはいうまでもない。 
（尾村敬二） 
 
